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本稿は ICTによる新社会システム創成と生産性を二回構成で論じる第 2回に当たり，システム創成論と ICTによる社
会変革，生産性について述べている．本稿の前半では，システム創成論として，方法論，プラットホーム論，IT 四大イ
ンパクトとリアルワールド性，ICT と社会変革に関して考え方を紹介し，後半ではそれらを踏まえて，ICT による新社
会システム創成から究極の生産性向上を想定して週休 6.5 日制を遠望した未来の人間社会に関する思考実験的議論の展開
を試みている．
キーワード：IT 四大インパクト，研究開発施策課題設定，メタ議論，シェアリングビジネス，週休 6.5 日制

1．ま え が き

前号第 1 回(1)では，情報通信技術（ICT）に関係する
研究開発とシステム創成論の導入部を述べたが，本稿は
その続編に当たる．まず，システム創成論の残りの部分
として，システム創成の方法論，プラットホーム論，
「IT四大インパクト」と社会変革などを述べる．それら
を踏まえて，ICT による新社会システムの創成で生ま
れる社会の劇的な生産性向上を想定し，働き方を含めた
未来の人間社会に関する思考実験的議論を行う．第 1回
でもお断りしたとおり，様々な根っこからこの種の

Meta 理論が生まれて，似ている部分も異なる部分もあ
るが，本稿でも第 1 回と同様に筆者が 2000 年以降進め
てきた内容(2)～(19)を中心に述べる．第 1 回(1)と同様に
エッセイのように読み進めて頂ければ幸甚である．な
お，本稿では ICTに加えて，情報技術の略語 ITも用い
ており，これらは近年では不可分な状況であるが，本稿
では文脈に応じて使い分けている．

2．システム創成論の展開部(2)-(19)

2.1 システム創成の方法論
システム創成の方法論を紹介する（図 1）．よく使わ

れてきたあるシステムから考え始めるとする．このシス
テムは「本質的に何のために存在するのか？」，「ユーザ
がそのシステムを使いたいと思う真の目的は何なの
か？」，「何がうれしくてそれを使うのか？」など，徹底
的に機能や目的を抽象化して，図の上部に向かって抽象
化の上り階段を登ってゆく．その後に，新たに創成する
システムを世の中に出す時期を考えて，科学技術やライ
フスタイル・価値観，ユーザが持ち歩く可能性のある機
器などを境界条件としながら，具体化の下り階段を下り
てシステムを創ってゆく．例えば，システムを 3か月後
に出すなら簡単なサーバとアプリまで，3 年後ならハー
ドウェアの一部を含めて，15 年後なら全く新しいハー
ドウェアの普及も含めて大掛かりなシステムの構築まで
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可能など，社会に提供するまでの時間の長短によって，
下り階段の到着地が変わってくる．

2.2 プラットホーム論
システムの実現がプラットホーム指向に変わったこと

も述べておく必要がある．昔，専用システムで実現され
ていたシステムが，プラットホーム上の 1アプリとして
実現されるようになった．ワープロ，携帯電話，カーナ
ビ，音楽プレーヤなど，昔は，それぞれが専用のシステ
ムとして世に出されていたが，今ではいろいろなOS や
android などのプラットホーム上の 1 アプリとして各シ
ステムが実現されている．例えば，昔は専用機としての
携帯電話機で通話したが，現在では携帯機器（スマート
フォン）のプラットホーム上に載った「携帯電話」アプ
リを使って，ユーザは従来の携帯電話機能を享受してい
る．一言で言えばシステムの実現方法の変化である（図
2）．汎用性の高いプラットホームは，様々なシステムを
短時間に低コストで効率的に創成できる．
情報システムがブラウザを一種のプラットホームとし

て，ハードウェアやOS の種類に依存せずに実現されて
きていることも合理的な流れである．システムの実現方
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図 1 システム創成の方法論：抽象化の上り階段と具体化の下り階段による階層思考的システム創成
本質を射抜いた十分な抽象化が重要である．

図 2 専用システムからプラットホーム指向へ プラットホーム＋アプリケーションによるシステムの実現で，
実現方法の違いを意味し，ワープロ，携帯電話，カーナビ，音楽プレーヤなど多くのものが該当する．

図 3 汎用性の高いプラットホームの創成 様々なユースケー
スを想定し典型的なアプリケーションを例えば 50 挙げて，それら
のアプリが動作できるような環境をプラットホームが提供できる
ように創ることで汎用性の高いプラットホームの創成が期待でき
る．プラットホームの開発にコストがかかっても，新たなアプリ
ケーションが容易に創られることにより，一つ一つを専用システ
ムとして開発するより最終的に低コストな実現ができる．すなわ
ち，B by C（費用便益効果）が高い．



法が，専用システムからプラットホーム上のアプリによ
る実現に変わってきたことは，新しいシステムの創成に
おいても常に留意する必要がある．このときに，汎用性
の高いプラットホームを創ることが必要になる場合もあ
ろう．汎用性の高いプラットホームを創るためには，ま
ず，そのプラットホームが動く機器を使う人間の活動を
様々なシーンで想定し，典型的なアプリを例えば 50 挙
げる．次に，これらの全てのアプリをいずれも動作させ
られるプラットホームを創る．ここでそれら 50 のアプ
リが様々なユースケースに対応するように挙げられてい
れば，それらを共通に載せられるプラットホームは汎用
性が高く，新たな 51 番目，52 番目のアプリも容易に創
出され，プラットホーム開発者の想像をはるかに超えた
数多くのアプリが生まれる（図 3）．50 の典型的アプリ
を挙げる場は，技術者に限らず，正に人間社会を熟慮す
る文理融合の場である．

2.3 IT 四大インパクトとリアルワールド性
IT 四大インパクトのお話をしたい．筆者は，15 年ご
とに IT の世界に大きな変革がきていると考えている．
これは当該技術の研究がなされた時期ではなく，あくま
で当該技術が社会一般で使われるようになった時期で見
ている．例えば，インターネットは 1960 年代に米国の
軍事研究として端を発するが，1989 年から 1996 年にか
けてオープン化が進み，商業利用も可能となり，昔研究
者や技術者の仲間内のネットワークだったものが，1995
年頃には多くの一般の人々が当たり前に使うようになっ
た．この時期以降にインターネットが社会に与えた影響
を考えて，筆者は 1995 年の「ネット・インパクト」と
呼んだ．遡ること 15 年から始めて筆者は各インパクト

を，1980 年の「PC インパクト」，1995 年の「ネット・
インパクト」，2010 年の「スマホ・クラウド・インパク
ト」と称してきたが，2025 年は「AI・ロボット・イン
パクト」と称してよいことは明らかだろう（図 4）．
次に IT のリアルワールド性にも触れたい．人も物も
リアルワールドの存在であり，これに作用する IT を重
視した研究を進めてきた．筆者及びその周囲では，2000
年頃から「リアルワールドの IT」という表現を使って
きたので，ここでもその言葉を用いる．
20 世紀までは，携帯電話があちこち動き回って，通

話に使われることがあっても，携帯電話機の位置情報そ
のものが一般のサービスに利用されることはほとんどな
かった．米国 FCC の勧告で E911 により緊急通報の際
には発信者の位置が分かる携帯電話を 2002 年までに実
現することが望まれ，特に 2000 年以降，持ち歩く携帯
電話の位置情報に関する研究開発が盛んになり，携帯電
話の基本機能として「情報通信機能」に「位置特定機
能」が加わるようになってきた．位置に依存したサービ
ス（LBS : Location Based Services）(20)が脚光を浴びたの
はこの頃からである．
2010 年頃になると，従来の携帯電話機に代わってス

マートフォンを多くの人々が使うようになった．これに
は様々なセンサが載りそれをユーザが持ち歩く．携帯機
器に，「情報通信機能」と「位置特定機能」に続く，
種々の「センシング機能」が加わり，更に，情報通信機
能にも，「Wi-Fi」と「Bluetooth」が事実上の標準装備
になった．これらは図 5に示すように三次元的な相乗効
果を生み，スマートフォンは新社会システム創成にとっ
て大きなポテンシャルを持つ存在となった．詳細は省く
が，Wi-Fi が情報通信だけでなく位置特定にも利用され
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図 4 IT 環境の変化と IT 四大インパクト 15 年ごとの IT 環境の変化と 21 世紀に入ってから
の ITのリアルワールド性の急激な拡大が顕著になってきた．



るようになり．位置特定性能が向上した上，位置情報を
利用するアプリは基本的にそのまま動作することを付記
しておく．

2.4 ICT と社会変革
1995 年の「ネット・インパクト」では，その前年に
Amazon が立ち上がり，小売業そのものの業態を変える
という「社会変革」を起こした．これは従来なかった
ICT，すなわちオープン化されたインターネットの出現
が，小売業そのものを変えたという意味を持つ．
2010 年の「スマホ・クラウド・インパクト」，その前

年にUber が立ち上がり，その後様々なシェアリングビ
ジネス(21)が立ち上がったことは皆さん御存じのとおり
である．すなわち，従来の Business to Consumer
（B2C）ビジネスでない，Peer to Peer（P2P）シェアリ
ング．これは，前号(1)で述べたように「きめ細かな時空
間マッチング」，「事業者決済の仕組み」，「相互（提供
者／利用者）評価」を三要素としており，スマホとクラ
ウドがなければ実現困難な新社会システムである．これ
は社会にシェアリングビジネスが出現するという変革を
もたらした．
このような科学技術の普及，すなわち多くの人々が従

来存在しなかった機器や環境を当たり前に使うようにな
ることは，大きな社会変革の可能性を有する．
図 4 の中の 2025 年の「AI・ロボット・インパクト」
の前後の「○○○」に何が入るか興味深い．その前年の
2024 年，具体的企業名に何が入るか明らかになるには
もう少し時間が必要であるが，読者の中からそれを創設
する方が出ることを楽しみにしている．
「AI・ロボット・インパクト」による社会変革も，
様々な根っこを持つ読者により様々な議論が繰り広げら

れることを期待しているが，筆者は「ICT による生産
性の劇的な向上」が働き方やライフスタイルを含めた社
会変革にどのような影響を与えるかについて十分に考え
ておく必要があると思っている．「週休 6.5 日制」を遠
望して，これを実現するための新社会システム創成の考
察を進めることは特に研究開発施策に携わる人々にとっ
て重要なことであると考え，本稿では，「AI・ロボッ
ト・インパクト」を前提とした，生産性と私たちの働き
方に関する少々荒っぽい議論に筆を進めたい．

3．生産性と未来

3.1 コンペティタは異業種の時代
近年，コンペティタとして異業種の参入が増えたと言

えるだろう．あらゆる大中小の駐車場が自動車を借りる
ステーションとなるフリーフローティング型カーシェア
リング(22)．海外の路上駐車 OK の都市では，近くの路
上に駐車中の自動車を借りて，目的地の建物のエントラ
ンスの前で借りた自動車を返却するシステムも使われて
いる．自転車シェアリングのステーション数は普及の要
であるが，日本でも急増中である(23)．これらはスマー
トフォンとクラウドと IoT 機器によってはじめて可能
になった社会システムである．経路検索などでは，人々
の出発点と到着点（OD）が駅から駅あるいはバス停か
らバス停で考えられていた移動が，はるかに細かいOD
で考える時代になり，しかもそれを支える仕組みは
ICTと最小限の人手によって実現される．
タクシーに目を転ずれば，ICT を前提としない昔は，

乗客とタクシーが出会う場所は駅前のタクシー乗り場な
ど，あらかじめ決められたタクシー乗り場を設置するこ
とに合理性があったが，スマートフォンを前提とする今
ではあらゆる場所がタクシー乗り場になった．客待ち，
タクシー待ちの時間の減少は生産性向上の一例である．

3.2 ICT で変わる働き方と人間社会の究極の未来
週休 6.5 日を実現するためにいかに社会システム創成
を行うか，未来を考えてみる．例えば農業分野．AI を
利用したロボットによる自動収穫技術も開発されてい
る(24)．この分野の進化は，昼間農業従事者が目で判断
し，熟れた果実から選択的に収穫していった畑でAI ロ
ボットは 24 時間収穫をしてくれる環境も提供しよう．
ロボットが動くためのエネルギーもロボット自体が供給
する．収穫はもちろん農作業の一部にすぎないが，例え
ば全世界の人々が摂取する食糧の生産のうち，人手で
やっていた作業の 9割をロボットが行ったとすると，生
産者の労働時間は 1/10 で済む．週 40 時間なら 4 時間．
一週間に 4時間ずつ交代で働き，農産物が同じ価格とす
れば，農業従事者の一人当りの収入は今と同じ．物価も
食料供給量も今と同じ．人手の介在が大きい分野ほど伸
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図 5 フィーチャーフォンからスマートフォンへ三次元的な分野
の拡大 1995 年には多くの人が携帯電話を持つようになった
が，基本機能は情報通信で，2000 年代に入り位置特定機能が加わ
り，2010 年以降はセンシング機能が加わった．ユーザの持ち物は
社会インフラを支える重要な要素となった．また，スマートフォ
ンで種々のセンシング機能に加えてWi-Fi と Bluetooth が事実上
の標準装備になったことは，これら三基本機能の性能そのものも
大きく向上させている．



び代は大きい．ただし今の生産方法の効率化や最適化だ
けでは明らかに実現不可能であり，ジャンプした新農業
生産システム（抜本的な実現方法の変革）が必要とな
る．
人や物の移動にしてもしかり，決済にしてもしかり，

顧客への様々なサービスにしてもしかり．基本的にユー
ザは機械を自分で操作してサービスや物の提供を享受す
ることを受け入れるとする．これが基本形となり，対面
でサービスや物の提供を受けることは例外処理で，高い
対価で提供を受けることになる．対面の対応サービス提
供者の時給は今の 10 倍．給与合計を変えないとすれば
労働時間は 1/10 になる．
この観点で生産性を考えれば，「何人で今と『同等の』

サービスや物を社会に提供できるか？」という問題にな
る．「同等の」というところが大事なポイントであり，
決して「同じ」サービスではない．例えば，自宅から職
場への全員の移動を考える．これを何人の従事者で実現
するか？ 全ての移動を支える従事者，これには直接的
に移動を提供する人のほかに，保守点検，経理・決済な
どを担当する全ての人が含まれる．交通モードも現在の
公共交通機関，電車・バス・タクシーに加えて，カー
シェアリングや自転車シェアリング，ライドシェアなど
全ては利用する移動システムの選択肢になる．この多く
をロボットが行うようになり，1/10 の人数で移動を提
供することができれば，この分野でも同等の移動サービ
ス環境をユーザは享受しながら，週休 6.5 日が達成でき
ることになる．
これらが示すことは，人間にサービスするロボットが

技術的に実現可能なだけでなく，ユーザ一人一人が人間
の対面サービスでなく，機械によるサービスを受け入れ
るマインドが必要になる．もちろん様々な事情もあり，
全員一律に受け入れることは現実的ではなく，人間の対
面提供を要望する人がいても当然であるが，対面サービ
スの対価は今より大幅に高くなることはやむを得ない．
人が働くという行為は尊いものであり，持続可能な範

囲でその対価が高くあるのは当然なことである．
経営者としても，人手が足りないから労働者の確保を

考えるというのではなく，全く従来と異なる方法で実質
的に従来と同等のサービスや社会的効果を提供する新社
会システムの構築を進めるといった考え方が重要であ
る．Digital Transformation（DX）である．今までと同
じやり方の延長で，ジャンプしない改善では生産性を飛
躍的に上げることは難しい．
生産性を上げて真に豊かな社会へ向かうことを考える

ときは産業界ばかりでなく，前述のように，一般のユーザ
も DX に協力することは必要である．すなわち，社会シ
ステム創成を考える際，Business to Consumer（B2C）
でシステムを考えるのではなく，いわば（B＋C）2C で考
えるということである．C は B から全てのサービスを

受けるのではなく，C は自分でできることは自分で行い，
自分ではできないことを B から提供してもらい，最終
的にCが目的を達成するということである．
欲しい清涼飲料水を C が口で言うだけの対面販売か
ら自販機になると，お金を入れてボタンを押す行為は C
が行うようになった．モビリティ分野の自転車シェアリ
ングで言えば，移動は，スマートフォンと自転車という
機械相手にユーザが自分で自転車を借りて目的地まで自
分の力で移動して，返却と支払いを完遂する．目的の清
涼飲料水入手や目的地までの移動といった C の目的を
達成するために，B が C の協力を前提とするようなシ
ステムの基本設計は大幅な生産性向上のポテンシャルを
持つ．
生産性が今の 10 倍になっても，全員が 10 倍の消費を

望むなら，この議論の仮定では働く時間は変わらない
が，大幅な勤務時間の短縮が可能ならば，家族の送迎や
介護と生産世代の勤務時間との間で発生している社会課
題も，解決すべき点（問題設定）が大きく変わってくる
だろう．
週のうち 6.5 日の時間の使い方は，今とは大きく異な

り，ボランティア活動や，職場に限らない様々な交流や
豊かな活動に目が向いてゆくことになろう．業務で忙し
い時期の合間の忙しくない時期，人は時間潰し的行為に
走ることがあるかもしれないが，初めから週休 6.5 日を
前提とした社会では，人は 6.5/7 という自分の大半の時
間の過ごし方を考えることが普通になり，人間として豊
かな過ごし方を考えて日々を過ごすようになりはしない
か．それぞれの過ごし方は個人の価値観で決まることに
なる．

4．む す び

本稿は ICT による新社会システム創成と生産性を二
回構成で論じる第 2 回にあたり，システム創成論と
ICTによる社会変革，未来の生産性について述べた．
本稿の前半では，システム創成論として，方法論，プ

ラットホーム論，IT 四大インパクトとリアルワールド
性，ICT と社会変革に関して述べ，後半ではそれらを
踏まえて，ICT による新社会システム創成で生まれる
社会の劇的な生産性向上を想定しながら，週休 6.5 日制
を遠望した未来の人間社会に関する思考実験的議論を試
みた．
1995 年の「ネット・インパクト」は，その前年の
1994 年に Amazon が立ち上がり，小売業そのものの業
態の変化という社会変革を起こし，2010 年の「スマホ・
クラウド・インパクト」では，その前年の 2009 年に
Uber が立ち上がり，社会変革として様々なシェアリン
グビジネスが起こったことを述べた．
その先にある 2025 年の「AI・ロボット・インパク
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ト」による社会変革として劇的な生産性の向上を想定
し，それが人間社会にどのような影響を及ぼす可能性が
あるか思考実験的議論を試みた．「週休 6.5 日制」の社
会である．もちろんこれは，いきなりではなく，できる
ところから．しかも，まずは「週休 3 日制」の実現か
ら．
もちろん様々な御意見はあると思うが，社会がどこに

向かい，どうしたらよいか，この点を十分に考慮した上
での研究開発施策課題の設定は大事なことなので，それ
ぞれの分野での研究に従事する方，開発に従事する方，
施策に携わる方，事業運営される方，そしてもちろん一
般ユーザの方が交わって多くの議論と知見を共有し，あ
るべき社会の動きにつながることを切に願って筆を置
く．
謝辞 本稿の執筆を御依頼頂き，また，様々な段階で
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